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平成28年10月 下田市教育委員会学校教育課
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これまでの経過について①

１ 平成26年度以前

年月 事 柄 主な内容

H19.12 下田市立小・中学校再編整備について
（答申）

(下田市立学校等再編整備審議会
→下田市教育委員会)

・単学級編成の学校において少人数による支障が教育活動に生じて
くる場合は、市内４中学校体制を検討し新たな中学校体制を構築
する。
・平成22年４月１日に稲梓中学校と稲生沢中学校を統合し、稲生沢
中学校校舎に新中学校を創設する。

H21.5 教育委員会で統合先送りの結論
（５月定例会）

・稲梓中学校と稲生沢中学校の統合は、当面先送りする。ただし、
保護者・地域からの要望によっては統合に向け前向きに取り組ん
でいく。
※当時の保護者や地域住民の方の十分な同意を得ることができな
かったため。

H26.12 学校再編整備について（諮問）
(下田市教育委員会

→下田市立学校等再編整備審議会)

・少子化の流れが更に加速し、教育環境を取り巻く状況は変化を続
けており、今後の児童生徒数の動向を見据えつつ、平成19年当時
の答申を踏まえ、学校教育環境のあり方について、意見を求める。→下田市立学校等再編整備審議会) の答申を踏まえ、学校教育環境のあり方について、意見を求める。

H27.3 学校再編整備について（答申）
(下田市立学校等再編整備審議会

→下田市教育委員会)

・市内中学校は、近い将来、少人数による教育課題が生じる可能性。
将来的には中学校は一つということも、視野に入れて再編を考え
ていくべきと思われる。
・現状では、中学校の再編による課題を一つずつ認識し、その第一
段階として、稲梓中学校と稲生沢中学校を統合し、現在の稲生沢
中学校校舎に新たな中学校を構築すべきである。
・下田東中学校が単学級となった場合、下田中学校との統合を推進。
更には、将来は下田市に中学校は一つということも視野に入れ、
中学校再編を考えていく。
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これまでの経過について②

２ 平成27年度以降

年月 事 柄 主な内容

H27.4 第１回下田市総合教育会議 ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正について
・下田市総合教育会議設置要綱について
・(仮称)下田市教育大綱について

H27.6 学校等再編整備審議会答申に
関する説明会

・４中学校区ごと開催 小中ＰＴＡ役員対象 97人参加

H27.10 第２回下田市総合教育会議 ・下田市教育大綱（案）について
・新給食センターについて
・学校再編について

H27.12 第３回下田市総合教育会議 ・下田市教育大綱（案）について
・学校再編について

H28.1 学校再編アンケート実施 ・市内小中学校のすべての保護者及び教職員を対象
回答数：1,131（保護者984・教職員147）保護者回答率67％
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回答数：1,131（保護者984・教職員147）保護者回答率67％

H28.2 第４回下田市総合教育会議 ・学校再編について

H28.4 第１回下田市総合教育会議 ・学校再編アンケートの分析結果について
・学校等再編方針検討会の設置及び今後のスケジュールについて
・庁内プロジェクトチームの設置について

H28.5
H28.7

下田市総合教育会議懇談会 ・報告書内容の事前協議

H28.8 第２回下田市総合教育会議 ・報告書について
・スケジュールについて



報告書策定の経緯

平成27年３月26日 下田市立学校等再編整備審議会 答申内容（一部）
・稲梓中と稲生沢中との統合
・下田東中が単学級となった場合の下田中との統合・下田東中が単学級となった場合の下田中との統合
・将来において、下田市に中学校は一つということも視野に入れた中学校再編
を考えていく

下田市総合教育会議（構成員：市長、教育長、教育委員）
・二つの中学校に統合した数年後に再び一つに統合することへの懸念
・少子化が進行している中、４校を一度に統合するという方法も考えること
ができるのではないか。
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中学校の規模に関わる諸課題や学校再編アンケートの検証、下田市
立４中学校の生徒数推移及び現状などを踏まえ、協議、検討し、報
告書を取りまとめ



学校再編アンケート結果について①

１ 調査の目的 中学校統合に関する保護者及び教職員の意向把握を
目的として、アンケート調査を実施しました。

２ 調査実施年月 平成28年１月

３ 調査方法 調査対象校は市内全小中学校(７小学校及び４中学校)
とし、調査の対象はすべての保護者及び教職員としま
した。なお、調査票は各小中学校経由による配布・回
収により行いました。

４ 回収状況 本調査の回収数、回収率は以下のとおりです。
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区分 配布数 回収数 回収率

保護者 1,456 984 67％

教職員 ー 147 ー



学校再編アンケート結果について②

設問１「市内４中学校の再編についてどのようにお考えですか。」に対
する考察（保護者）

区分 人数

賛成 497人

反対 120人

どちらとも言えない 367人

1,456人中 984人回答
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1,456人中 984人回答
回収率 67％



学校再編アンケート結果について③

保護者学校別回答状況（カッコ内は人数）

学校名 回収率 賛成 反対 どちらとも言えない

稲梓小学校 69％（65/93） 51％（33） 17％（11） 32％（21）

稲生沢小学校 72％（134/186） 63％（84） 14％（19） 23％（31）

白浜小学校 54％（46/85） 28％（13） 24％（11） 48％（22）

浜崎小学校 54％（57/104） 35％（20） 21％（12） 44％（25）

下田小学校 67％（171/255） 47％（80） ９％（16） 44％（75）

大賀茂小学校 68％（46/67） 48％（22） 11％（５） 41％（19）

朝日小学校 55％（65/117） 52％（34） ９％（６） 39％（25）

小学校 計 64％（584/907） 49％（286） 14％（80） 37％（218）

稲梓中学校 94％（49/52） 59％（29） 12％（６） 29％（14）
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稲梓中学校 94％（49/52） 59％（29） 12％（６） 29％（14）

稲生沢中学校 83％（108/130） 62％（67） ９％（10） 29％（31）

下田東中学校 68％（82/120） 43％（35） 11％（９） 46％（38）

下田中学校 65％（161/247） 50％（80） ９％（15） 41％（66）

中学校 計 72％（400/549） 53％（211） 10％（40） 37％（149）

合 計
67％

（984/1,456）
51％（497） 12％（120） 37％（367）



学校再編アンケート結果について④

①「賛成」保護者理由欄意見について

「賛成」意見区分 件数

部活動・学校行事の充実 236件

人間関係の構築 137件

学習・環境の改善 122件

少子化のためやむを得ない 51件

ＰＴＡ等の環境改善 ５件
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ＰＴＡ等の環境改善 ５件

その他 31件

「賛成」理由欄意見数 582件



学校再編アンケート結果について⑤

②「反対」保護者理由欄意見について

「反対」意見区分 件数「反対」意見区分 件数

通学について 62件

学習・環境の変化 33件

伝統・地域性 19件

アンケート実施方法や現況・統合
の説明不足

７件

過疎化 ６件

防災について ５件
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防災について ５件

子どものことを考えていない ４件

その他 13件

「反対」理由欄意見数 149件



学校再編アンケート結果について⑥

③「どちらとも言えない」保護者理由欄意見について

「どちらとも言えない」意見区分 件数

通学について 129件

学習環境について 38件

伝統・地域性 13件

防災について ３件

アンケート実施方法や現況・統合
の説明不足

26件
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統合場所について ４件

メリット・デメリット 22件

その他 33件

「どちらとも言えない」理由欄意見数 268件



学校再編アンケート結果について⑦

設問２「賛成と回答した方に、再編の進め方について伺います。」に対
する考察（保護者）

区分 人数

段階的に進める 245人

一校化で進める 239人

その他 13人
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保護者賛成回答数 497人



学校再編アンケート結果について⑧

保護者学校別回答状況（カッコ内は人数）

学校名 賛成回答数 段階的 一校化 その他

稲梓小学校 33 42％（14） 49％（16） ９％（３）

稲生沢小学校 84 52％（44） 47％（39） １％（１）

白浜小学校 13 38％（５） 54％（７） ８％（１）

浜崎小学校 20 35％（７） 65％（13） ０％（０）

下田小学校 80 55％（44） 45％（36） ０％（０）

大賀茂小学校 22 50％（11） 50％（11） ０％（０）

朝日小学校 34 47％（16） 44％（15） ９％（３）

小学校 計 286 49％（141） 48％（137） ３％（８）

稲梓中学校 29 41％（12） 59％（17） ０％（０）
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稲梓中学校 29 41％（12） 59％（17） ０％（０）

稲生沢中学校 67 55％（37） 45％（30） ０％（０）

下田東中学校 35 43％（15） 54％（19） ３％（１）

下田中学校 80 50％（40） 45％（36） ５％（４）

中学校 計 211 49％（104） 48％（102） ３％（５）

合 計 497 49％（245） 48％（239） ３％（13）



学校再編アンケート結果について⑨

①「段階的に進める」保護者意見について

「段階的に進める」意見区分 件数

理解が得やすい 56件

通学問題 44件

子どもの負担軽減 20件

多人数による教育の不安 ８件

市内に２校必要 ８件
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既存施設の利用 ４件

その他 21件

「段階的に進める」保護者意見数 161件



学校再編アンケート結果について⑩

②「一校化で進める」保護者意見について

「一校化で進める」意見区分 件数

最終的に一校化ならば早期に
実施すべき

74件

市の財政的負担軽減 44件

家庭の費用負担軽減 24件

段階的統合だと単学級が発生 12件

少子化のため、やむを得ない ４件
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少子化のため、やむを得ない ４件

その他 32件

「一校化で進める」保護者意見数 190件



学校再編アンケート結果について⑪

設問１「市内４中学校の再編についてどのようにお考えですか。」に対
する考察（教職員）

区分 人数

賛成 82人

反対 16人

どちらとも言えない 49人
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教職員147人回答



学校再編アンケート結果について⑫

教職員学校別回答状況（カッコ内は人数）

学校名 回答数 賛成 反対 どちらとも言えない

稲梓小学校 11 73％（８） ９％（１） 18％（２）

稲生沢小学校 13 38％（５） 16％（２） 46％（６）

白浜小学校 11 27％（３） 18％（２） 55％（６）

浜崎小学校 13 46％（６） 31％（４） 23％（３）

下田小学校 20 40％（８） 20％（４） 40％（８）

大賀茂小学校 12 75％（９） ０％（０） 25％（３）

朝日小学校 11 82％（９） ０％（０） 18％（２）

小学校 計 91 53％（48） 14％（13） 33％（30）

稲梓中学校 11 36％（４） 19％（２） 45％（５）
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稲梓中学校 11 36％（４） 19％（２） 45％（５）

稲生沢中学校 12 58％（７） ０％（０） 42％（５）

下田東中学校 13 54％（７） ８％（１） 38％（５）

下田中学校 20 80％（16） ０％（０） 20％（４）

中学校 計 56 61％（34） ５％（３） 34％（19）

合 計 147 56％（82） 11％（16） 33％（49）



学校再編アンケート結果について⑬

①「賛成」教職員理由欄意見について

「賛成」意見区分 件数

学習・環境の改善 37件

部活動・学校行事の充実 27件

人間関係の構築 19件

少子化のためやむを得ない 17件

市の財政上やむを得ない ４件
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市の財政上やむを得ない ４件

その他 14件

「賛成」理由欄意見数 118件



学校再編アンケート結果について⑭

②「反対」教職員理由欄意見について

「反対」意見区分 件数

伝統・地域性 ９件

小規模校の良さ ４件

通学について ３件

アンケート実施方法や現況・統合
の説明不足

２件

過疎化 １件
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その他 ４件

「反対」理由欄意見数 23件



学校再編アンケート結果について⑮

③「どちらとも言えない」教職員理由欄意見について

「どちらとも言えない」意見区分 件数

通学について 13件

メリット・デメリット 12件

伝統・地域性 11件

学習・環境について ９件

アンケート実施方法や現況・統合
の説明不足

４件
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統合場所について １件

その他 15件

「どちらとも言えない」理由欄意見数 65件



学校再編アンケート結果について⑯

設問２「賛成と回答した方に、再編の進め方について伺います。」に対
する考察（教職員）

区分 人数

段階的に進める 37人

一校化で進める 40人

その他 ５人
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賛成回答数 82人



学校再編アンケート結果について⑰

教職員学校別回答状況（カッコ内は人数）

学校名 賛成回答数 段階的 一校化 その他

稲梓小学校 ８ 50％（４） 38％（３） 12％（１）

稲生沢小学校 ５ 80％（４） 20％（１） ０％（０）

白浜小学校 ３ 67％（２） 33％（１） ０％（０）

浜崎小学校 ６ ０％（０） 100％（６） ０％（０）

下田小学校 ８ 50％（４） 50％（４） ０％（０）

大賀茂小学校 ９ 33％（３） 56％（５） 11％（１）

朝日小学校 ９ 33％（３） 56％（５） 11％（１）

小学校 計 48 42％（20） 52％（25） ６％（３）

稲梓中学校 ４ 50％（２） 25％（１） 25％（１）
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稲梓中学校 ４ 50％（２） 25％（１） 25％（１）

稲生沢中学校 ７ 29％（２） 71％（５） ０％（０）

下田東中学校 ７ 57％（４） 29％（２） 14％（１）

下田中学校 16 56％（９） 44％（７） ０％（０）

中学校 計 34 50％（17） 44％（15） ６％（２）

合 計 82 45％（37） 49％（40） ６％（５）



学校再編アンケート結果について⑱

①「段階的に進める」教職員意見について

「段階的に進める」意見区分 件数

通学問題 11件

理解が得やすい ９件

子どもの負担軽減 ６件

市内に２校必要 ３件

既存施設の利用 ２件

22

その他 13件

「段階的に進める」教職員意見数 44件



学校再編アンケート結果について⑲

②「一校化で進める」教職員意見について

「一校化で進める」意見区分 件数

最終的に一校化ならば早期に
実施すべき

10件

複数回の統合による混乱を
避けるため

10件

段階的統合だと単学級が発生 ９件

市の財政的負担軽減 ７件
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新規に一校とした方が
受け入れられる

７件

その他 ４件

「一校化で進める」教職員意見数 47件



下田市立４中学校生徒数推移と現状①
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0 
昭和37年 昭和50年 平成元年 平成10年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

稲梓中 稲生沢中 下田東中 下田中 合 計

学校名 Ｓ37年 Ｓ50年 Ｈ1年 Ｈ10年 Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年 Ｈ27年 Ｈ28年

稲梓中 403 169 118 101 55 58 48 49 47 52 56

稲生沢中 296 266 335 191 104 108 124 126 131 130 122

下田東中 468 261 249 169 130 122 123 128 132 120 92

下田中 1,053 660 569 387 290 281 278 276 271 244 218

合 計 2,220 1,356 1,271 848 579 569 573 579 581 546 488



下田市立４中学校生徒数推移と現状②

２ これからの生徒数推移
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0 
平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年 平成38年 平成39年 平成40年

稲梓中 稲生沢中 下田東中 下田中 合 計

学校名 Ｈ28年 Ｈ29年 Ｈ30年 Ｈ31年 Ｈ32年 Ｈ33年 Ｈ34年 Ｈ35年 Ｈ36年 Ｈ37年 Ｈ38年 Ｈ39年 Ｈ40年

稲梓中 56 56 54 48 51 44 47 39 40 32 31 22 20

稲生沢中 122 130 107 93 79 90 95 106 95 91 84 78 78

下田東中 92 95 96 103 99 101 102 96 103 92 95 80 80

下田中 218 181 208 214 214 196 190 188 182 184 186 185 172

合 計 488 462 465 458 443 431 434 429 420 399 396 395 350



下田市立４中学校生徒数推移と現状③
３ ４中学校別想定クラス数（40人学級想定）
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下田市立４中学校生徒数推移と現状④

４ 平成33年度以降１校化想定（40人学級想定）
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下田市立４中学校生徒数推移及び現状⑤

５ 学級・生徒数及び教職員数等の状況（平成27年度時点）

学校名 学級・生徒数 教職員数等

長１ 頭１（英）

稲梓中学校

１年 １学級（男12・女８：計20）
２年 １学級（男13・女４：計17）
３年 １学級（男６・女９：計15）

合計52人
【学級数３→長頭諭９養１事１】

長１ 頭１（英）
国１ 社２ 数１ 理１ 英１ 音０
美０ 体１ 技０ 家０ 養１ 事１

合計11人
＊音・美は免外解消非常勤講師で対応
＊技・家は免外申請で対応

稲生沢中学校

１年 ２学級（男21・女25：計46）
２年 １学級（男22・女17：計39）
３年 ２学級（男26・女19：計45）

合計130人
【学級数５→長頭諭10養１事１】

長１ 頭１（技）
国１ 社１ 数１ 理１ 英２ 音１
美０ 体１ 技０ 家０ 養１ 事１

合計12人
＊美・家は免外解消非常勤講師で対応
＊技は教頭が対応

１年 １学級（男14・女15：計29）
長１ 頭１（英）
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下田東中学校

１年 １学級（男14・女15：計29）
２年 １学級（男24・女15：計39）
３年 ２学級（男25・女27：計52）

合計120人
【学級数４→長頭諭10養１事１】

国１ 社１ 数２ 理１ 英１ 音１
美０ 体２ 技０ 家０ 養１ 事１
＊加配１（指導方法） 合計13人
＊美・家は免外解消非常勤講師で対応
＊技・家は免外申請で対応

下田中学校

１年 ２学級（男34・女26：計60）
２年 ３学級（男50・女42：計92）
３年 ３学級（男32・女49：計88）
特支（知的）１（男２・女５：計７）

合計247人
【学級数８→長頭諭14＋１（特支）養１事１】

長１ 頭１（体）
国２ 社１ 数２ 理２ 英２ 音１
美１ 体２ 技１ 家０ 養１ 事２
＊加配２（指導方法・共同実施） 合計19人
＊技・家は免外申請で対応



下田市立４中学校生徒数推移及び現状⑥

６ 現状で１校に統合した場合（平成27年度時点）

学校名 学級・生徒数 教職員数等

長１ 頭１

７ 現状の部活動状況（平成27年度時点）

学校名 部活動数 部活動名

稲梓中学校 ４
男子：テニス・卓球
女子：テニス・バレー（３年６人、２年０人、１年３人のため、28年度の存

新中学校

１年 ５学級（男81・女74：計155）
２年 ６学級（男109・女78：計187）
３年 ６学級（男96・女104：計200）
特支（知的）１（男２・女５：計７）

合計549人
【学級数17→長頭諭27＋１（特支）養１事１】

長１ 頭１
国４ 社３ 数４ 理４ 英４ 音２
美１ 体４ 技１ 家１ 養１ 事２
＊加配２（指導方法・共同実施）：仮

合計32人
▲職員22人減
（長頭養事：各３減、教諭：10減）
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稲梓中学校 ４ 女子：テニス・バレー（３年６人、２年０人、１年３人のため、28年度の存
続は難しい。）

稲生沢中学校 ６
男子：テニス、卓球、バスケット
女子：テニス、卓球、バレー

下田東中学校 ７
男子：テニス、バレー、バスケット
女子：テニス、バレー、バスケット、卓球（28年度から廃部の方向）

下田中学校 13

男子：テニス、バレー、バスケット、卓球
女子：テニス、バレー、バスケット、卓球（28年度から休部の方向）
共通：剣道、吹奏楽、美術、サッカー（28年度から休部の方向）、
陸上（28年度から休部の方向）



中学校の規模について①

１ 法令等から見た中学校の規模について
（１）学校教育法施行規則（昭和22年５月23日文部省令第11号）

（学級数）
第41条 小学校の学級数は、12学級以上18学級以下を標準とする。ただし、地域の
実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。
※ 同条は、第79条で中学校に準用。

（２）義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令
（昭和33年６月27日政令第189号）

（適正な学校規模の条件）
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（適正な学校規模の条件）
第４条 法第３条第１項第４号の適正な規模の条件は、次に掲げるものとする。
(１) 学級数が、小学校及び中学校にあってはおおむね12学級から18学級まで、義務
教育学校にあってはおおむね18学級から27学級までであること。



中学校の規模について②

（３）学校規模の分類（公立小・中学校の国庫負担事業認定申請の手引き）

規模区分 小学校 中学校

※複式校（極小規模校）
・小学校：２個学年合わせて16人以下の複式学級で構成される３学級以下の学校

過小規模校 ・５学級以下 ・２学級以下

小規模校 ・６～11学級 ・３～11学級

適正規模校 ・12～18学級

大規模校 ・19～30学級

過大規模校 ・31学級
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・小学校：２個学年合わせて16人以下の複式学級で構成される３学級以下の学校
・中学校：２個学年合わせて８人以下の学級と他の学年を合わせて２学級以下の学校

（４）新中学校の規模について
下田市立４中学校１校化の新中学校の規模は、平成33年度を初年度

とした場合、40人学級で12学級が想定されており（１学年の学級数で
４学級）、法令等から判断すると適正規模校となります。



中学校の規模について③

２ 学校規模によるメリット・デメリット
（１）小規模化のメリット・デメリット

メリット デメリットメリット デメリット

学
習
面

・児童・生徒の一人ひとりに目がとどきやすく、きめ細
かな指導が行いやすい。

・集団の中で、多様な考え方に触れる機会や学びあいの機会、切磋琢磨す
る機会が少なくなりやすい。
・1学年1学級の場合、ともに努力してよりよい集団を目指す、学級間の相
互啓発がなされにくい。

・学校行事や部活動等において、児童・生徒一人ひとり
の個別の活動機会を設定しやすい。

・運動会などの学校行事や音楽活動等の集団教育活動に制約が生じやすい。
・中学校の各教科の免許を持つ教員を配置しにくい。
・児童・生徒数、教職員数が少ないため、グループ学習や習熟度別学習、
小学校の専科教員による指導など、多様な学習・指導形態を取りにくい。

・部活動等の設置が限定され、選択の幅が狭まりやすい。

生
活
面

・児童・生徒相互の人間関係が深まりやすい。
・異学年間の縦の交流が生まれやすい。

・クラス替えが困難なことなどから、人間関係や相互の評価等が固定化し
やすい。
・集団内の男女比に極端な偏りが生じやすくなる可能性がある。
・切磋琢磨する機会等が少なくなりやすい。

・児童・生徒の一人ひとりに目がとどきやすく、きめ細
・組織的な体制が組みにくく、指導方法等に制約が生じやすい。
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・児童・生徒の一人ひとりに目がとどきやすく、きめ細
かな指導が行いやすい。

・組織的な体制が組みにくく、指導方法等に制約が生じやすい。

学
校
運
営
面
・
財
政
面

・全教職員間の意思疎通が図りやすく、相互の連携が密
になりやすい。
・学校が一体となって活動しやすい。

・教職員数が少ないため、経験、教科、特性などの面でバランスのとれた
配置を行いにくい。
・学年別や教科別の教職員同士で、学習指導や生徒指導等についての相
談・研究・協力・切磋琢磨等が行いにくい。
・一人に複数の校務分掌が集中しやすい。
・教員の出張、研修等の調整が難しくなりやすい。

・施設・設備の利用時間等の調整が行いやすい。 ・子ども一人あたりにかかる経費が大きくなりやすい。

そ
の
他

・保護者や地域社会との連携が図りやすい。 ・PTA活動等における保護者一人当たりの負担が大きくなりやすい。



中学校の規模について④

（２）大規模化のメリット・デメリット
メリット デメリット

・集団の中で、多様な考え方に触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨す ・全教職員による各児童・生徒一人ひとりの把握が難し

学
習
面

・集団の中で、多様な考え方に触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨す
ることを通じて、一人ひとりの資質や能力をさらに伸ばしやすい。

・全教職員による各児童・生徒一人ひとりの把握が難し
くなりやすい。

・運動会などの学校行事や音楽活動等の集団教育活動に活気が生じやすい。
・中学校の各教科の免許を持つ教員を配置しやすい。
・児童・生徒数、教員数がある程度多いため、グループ学習や習熟度別学
習、小学校の専科教員による指導など、多様な学習・指導形態を取りや
すい。
・様々な種類の部活動等の設置が可能となり、選択の幅が広がりやすい。

・学校行事や部活動等において、児童・生徒一人ひとり
の個別の活動機会を設定しにくい。

生
活
面

・クラス替えがしやすいことなどから、豊かな人間関係の構築や多様な集
団の形成が図られやすい。
・切磋琢磨すること等を通じて、社会性や協調性、たくましさ等を育みや
すい。

・学年内・異学年間の交流が不十分になりやすい。

・学校全体での組織的な指導体制を組みやすい。
・全教職員による各児童・生徒一人ひとりの把握が難し
くなりやすい。

学 ・教員数がある程度多いため、経験、教科、特性などの面でバランスのと

33

学
校
運
営
面
・
財
政
面

・教員数がある程度多いため、経験、教科、特性などの面でバランスのと
れた教職員配置を行いやすい。
・学年別や教科別の教職員同士で、学習指導や生徒指導等についての相
談・研究・協力・切磋琢磨等が行いやすい。
・校務分掌を組織的に行いやすい。
・出張、研修等に参加しやすい。

・教職員相互の連絡調整が図りづらい。

・子ども一人あたりにかかる経費が小さくなりやすい。
・特別教室や体育館等の施設・設備の利用の面から、学
校活動に一定の制約が生じる場合がある。

そ
の
他

・PTA活動等において、役割分担により、保護者の負担を分散しやすい。 ・保護者や地域社会との連携が難しくなりやすい。



新中学校候補地について①

１ 選出条件

① 中学校設置基準（平成14年３月29日文部科学省令第15号）に基づく① 中学校設置基準（平成14年３月29日文部科学省令第15号）に基づく
校舎面積及び運動場面積を満たすこと。

② 既存施設を最大限活用し、統合後に教育の質の充実を図ること。

③ 津波浸水想定区域外であることなど、防災面での安全性を確保する
こと。

④ 市内全域からの通学を考慮し、通学距離、通学時間については国の
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基準を参考とするとともに公共交通機関を利用すること（自家用車送
迎等による候補地近隣住民の環境配慮）。



新中学校候補地について③

２ 市立４中学校の現況
① 稲梓中学校

区分 建物敷地 運動場用地 その他用地 計

土
地

㎡

市保有 3,468 9,240 375 13,083

借地 0 0 0 0

計 3,468 9,240 375 13,083

区分 建設年 構造
階
数

延床面積 耐震ランク

建
物

校舎 1962
鉄筋コンク
リート造

３ 1,992 Ⅱ

鉄筋コンク
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物

㎡

体育館 1988
鉄筋コンク
リート造

１ 935 Ⅰb

倉庫、体育器具庫等の小規模な建物は含まない。

○津波浸水想定区域：区域外 ○土砂災害警戒区域：一部区域

○周辺環境
北側、東側及び西側は山地、南側には国道414号がある。住宅
地と隣接しており。交通面では国道に面し、歩道整備されている。



新中学校候補地について④

② 稲生沢中学校

区分 建物敷地 運動場用地 その他用地 計

土
地

㎡

市保有 6,157 5,870 0 12,027

借地 0 0 1,172 1,172

計 6,157 5,870 1,172 13,199

区分 建設年 構造
階
数

延床面積 耐震ランク

建
物

校舎 1982
鉄筋コンク
リート造

４ 2,934 Ⅰb

体育館 1986
鉄筋コンク
リート造

２ 1,159 Ⅰb

36

㎡ 技術棟 2005 鉄骨造 １ 230 Ⅰa

倉庫、体育器具庫等の小規模な建物は含まない。

○津波浸水想定区域：区域外 ○土砂災害警戒区域：一部区域

○周辺環境
周辺環境としては、北側と南側は住宅地、東側に国道414号、
西側に市道、住宅地と隣接している。交通面では敷地西側の市道
立野お吉ヶ淵線に面し、一部歩道整備されている。



新中学校候補地について⑤

③ 下田東中学校

区分 建物敷地 運動場用地 その他用地 計

土
地

㎡

市保有 4,358 6,238 0 10,596

借地 4,967 6,345 0 11,312

計 9,325 12,583 0 21,908

区分 建設年 構造
階
数

延床面積 耐震ランク

建
物

㎡

校舎 1967
鉄筋コンク
リート造

４ 2,488 Ⅱ

体育館 1999
鉄筋コンク
リート造

２ 1,260 Ⅰb
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㎡
倉庫、体育器具庫等の小規模な建物は含まない。

○津波浸水想定区域：区域外 ○土砂災害警戒区域：区域外

○周辺環境
周辺環境としては、北側及び東側は山地、南側は別荘地、西
側に住宅地と隣接している。交通面では敷地西側の市道柿崎須
崎１号線に面し歩道整備はされていない。



新中学校候補地について⑥

④ 下田中学校

区分 建物敷地 運動場用地 その他用地 計

土
地

㎡

市保有 14,611 13,076 7,902 35,589

借地 0 0 0 0

計 14,611 13,076 7,902 35,589

区分 建設年 構造
階
数

延床面積 耐震ランク

建
物

㎡

校舎 1984
鉄筋コンク
リート造

２ 5,098 Ⅰb

体育館 1985
鉄筋コンク
リート造

２ 1,128 Ⅰb
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㎡
倉庫、体育器具庫等の小規模な建物は含まない。

○津波浸水想定区域：区域外 ○土砂災害警戒区域：一部区域

○周辺環境
周辺環境としては、北側と南側を山に挟まれ、東側に敷根公園、
西側にこども園及び住宅地と隣接している。交通面では敷地北側
の市道敷根１号線に面し、片側１車線道路で歩道整備もされてい
る。



新中学校候補地について⑦

３ 選出条件に基づく比較
① 中学校設置基準に基づく校舎面積及び運動場面積について
ア 想定生徒数ア 想定生徒数
新中学校開校を平成33年度からとし、生徒数を450人と想定
イ 校舎面積
【算定式】600＋6×(生徒数－40)

600＋6×(450－40)＝3,060㎡
ウ 運動場面積
【算定式】3600＋10×(生徒数－240)

3600＋10×(450－240)＝5,700㎡
エ 市内４中学校の状況
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稲梓中学校 稲生沢中学校 下田東中学校 下田中学校

校舎延床面積 1,992㎡ 3,164㎡ 2,488㎡ 5,098㎡

運動場面積 9,240㎡ 5,870㎡ 12,583㎡ 13,076㎡



新中学校候補地について⑧

② 既存施設の活用について

稲梓中学校 稲生沢中学校 下田東中学校 下田中学校

各中学校用地のうち、すべて市有地なのは稲梓中学校及び下田中学校であり、稲生
沢中学校は一部借地、下田東中学校についてはほぼ半分が借地となっております。

③ 防災面での安全性について

市有地 全部 一部借地 半分借地 全部

稲梓中学校 稲生沢中学校 下田東中学校 下田中学校

津波浸水想定区域 区域外 区域外 区域外 区域外
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候補地の防災面での安全性を考慮する上で、津波浸水想定区域外及び土砂災害警戒
区域外であることが重要だと考えられます。すべての中学校が津波浸水想定区域外で
すが、土砂災害警戒区域については、稲梓中学校、稲生沢中学校及び下田中学校の一
部が警戒区域に含まれております。

津波浸水想定区域 区域外 区域外 区域外 区域外

土砂災害警戒区域 一部区域 一部区域 区域外 一部区域



新中学校候補地について⑨

④ 通学について
ア 通学距離について
①義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令①義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令

（昭和33年６月27日政令第189号）

（適正な学校規模の条件）
第４条 法第３条第１項第４号の適正な規模の条件は、次に掲げるものとする。
(１) 【省 略】
(２) 通学距離が、小学校にあってはおおむね４キロメートル以内、中学校及び
義務教育学校にあってはおおむね６キロメートル以内であること。

イ 通学時間について
公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（平成27年１月27日
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公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（平成27年１月27日
文部科学省）において、通学時間は「おおむね１時間以内」を一応の目安とした
上で、各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて１時間以上や１
時間以内に設定することの適否を含めた判断を行うのが適当であると示しています。



新中学校候補地について⑩

ウ 市立４中学校の比較
国の基準を参考に市立４中学校で以下の条件のもと、比較しました。

【市立４中学校比較条件】
１ 通学は公共交通機関（バス路線）を利用することを想定（自家用車送迎等
による候補地近隣住民の環境配慮）。また、市内全域からの通学を考慮し、
中心部から最も遠い停留所を以下のとおり選出（下田地区は下田駅を選出）。
稲梓地区：加増野、北の沢 稲生沢地区：大沢口
白浜地区：板戸一色 浜崎地区：須崎海岸、爪木崎
朝日地区：田牛、銭瓶峠、堀切 下田地区：下田駅

２ 選出した停留所と市立４中学校付近停留所の距離及びバス乗車時間を調査
（中学校付近停留所と中学校間の徒歩時間を含む）。但し、下田駅などでの
乗換時間は考慮しない。
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乗換時間は考慮しない。
３ 自宅から停留所までの距離及び時間を考慮しない（市立４中学校の比較は、
上記１及び２で検討できるため）。

４ バス運行ダイヤについては、既存ダイヤを考慮しない（統合となった際、
ダイヤ設定については交通事業者と要交渉）。



新中学校候補地について⑪

（ア）稲梓中学校（停留所：下箕作、稲梓中学校〔賀茂逆川線〕）
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稲梓中学校を新中学校候補地とした場合、距離及び時間で最も遠かったのは、
板戸一色停留所14.3㎞、爪木崎停留所45分、平均は9.89㎞、29.7分でした。区分
ごとに整理すると距離では10㎞以上が６か所、時間では30分以上40分未満が４
か所で最も多い結果となりました。



新中学校候補地について⑫

（イ）稲生沢中学校（停留所：河内温泉）
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稲生沢中学校を新中学校候補地とした場合、距離及び時間で最も遠かったのは、
板戸一色停留所10.4㎞、爪木崎停留所31分、平均は7.56㎞、19.4分でした。区分
ごとに整理すると距離では５㎞以上10㎞未満が６か所、時間では20分以上30分
未満が５か所で最も多い結果となりました。



新中学校候補地について⑬

（ウ）下田東中学校（停留所：上の山、柿崎神社前〔須崎海岸線・爪木崎線〕）
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下田東中学校を新中学校候補地とした場合、距離及び時間で最も遠かったのは、
加増野停留所14.7㎞、北の沢停留所37分、平均は7.14㎞、23.2分でした。区分ご
とに整理すると距離では５㎞以上10㎞未満が５か所、時間では20分以上30分未
満が５か所で最も多い結果となりました。



新中学校候補地について⑭

（エ）下田中学校（停留所：下田中学校）
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下田中学校を新中学校候補地とした場合、距離及び時間で最も遠かったのは、
加増野停留所14.8㎞、北の沢停留所31分、平均は7.7㎞、20.0分でした。区分ご
とに整理すると距離では５㎞以上10㎞未満が６か所、時間では10分以上20分未
満が４か所で最も多い結果となりました。



新中学校候補地について⑮

４ 新中学校候補地について
これまでの選出条件を比較し、以下表のとおり取りまとめた結果、「稲生沢中

学校」及び「下田中学校」を新中学校候補地とするのが望ましいという結論に至学校」及び「下田中学校」を新中学校候補地とするのが望ましいという結論に至
りました。

稲梓中学校 稲生沢中学校 下田東中学校 下田中学校

① 中学校設置基準 ◎ ◎ ◎ ◎

② 市有地 ◎ ○ △ ◎

③ 防災面での安全性 ○ ○ ◎ ○
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※◎：３点、○：２点、△：１点にて加点し、合計点を算出（12点満点）

④ 通学について △ ◎ ○ ○

合 計 ９ 10 ９ 10



中学校再編に関する方向性について

下田市総合教育会議では、中学校の規模に関わる諸課題や学校再編アンケート
の検証、下田市立４中学校の生徒数推移及び現状などを踏まえ、協議、検討した
結果、以下の結論に至りました。

１ 中学校の統合手法について
方向性 下田市立４中学校を一度に統合する１校化の手法が望ましい。
理 由 ① 稲梓中学校と稲生沢中学校を統合したとしても再び単学級の

発生が近い将来見込まれるため。
② 国が示す標準規模校（学級数が12学級から18学級）の中で多

様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨すること
を通じて思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを育み、
社会性や規範意識を身につけさせていくため。
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２ 新中学校候補地について
中学校設置基準、既存４中学校跡地の活用、防災面での安全性及び国の基準

を参考に市内全域からの通学を考慮した結果、現在の稲生沢中学校または下田
中学校とするのが望ましい。



今後の中学校再編に関する検討について

今後の中学校再編に関する検討は、報告書に以下のとおり記載されており、この
記載内容に基づき、更に協議及び検討を進めます。

今後の中学校再編の検討に当たっては、生徒の教育環境を守り、改善することを第
一目的とし、次の点に留意し進める必要があります。

１ 下田市総合教育会議では、４校を一度に統合する１校化の手法が望ましいという
結論に達しましたが、今後、更なる中学校再編に関する課題の検討等を行うため、
保護者、地域住民、学校関係者から成る会議を設置し、具体的課題解決への方策を
検討すること。
２ アンケート分析の結果、中学校再編に関する情報について、保護者等に対し十分
に伝達されていない状況が伺えるため、方針を明確に示したうえで、保護者、地域
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住民等に対する説明会を開催すること。
３ 今後、人口減少がより進行し、これまで学校を中心に培ってきた教育環境や地域
の文化伝統の維持継承が困難となることが予測されるため、中学校と地域とのつな
がりをより強固とする方策を検討すること。
４ これまでの下田市総合教育会議の協議内容や検討資料等を別冊として取りまとめ
たので、それらを基に再編について検討すること。



今年度のスケジュールについて
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※今年度末までに取りまとめられる方針等は、平成29年度に入り下田市学校等再編整備審議会を
設置し、諮問及び答申を経た後、市として最終決定を行う予定です。



【参考】通学補助に係る検討について①

１ 現行の通学費補助について
（１）下田市遠距離通学費補助金の概要
小学生は４㎞以上、中学生６㎞以上の路線バスもしくは自転車利用通学をし
ている児童等の保護者が保護対象。小学生は全額、中学生は1/2補助、中学生の
自転車通学は月1,000円補助。
※例外：稲梓小－須原地区、朝日小－田牛地区、稲梓中－須原地区、下田東中－白浜地区
※例外：下田中－朝日地区は距離制限なし。

（２）平成27年度下田市遠距離通学費補助金の補助実績

学校名 対象人数 補助支給額

稲梓小学校 33人 987,570円

朝日小学校 ６人 168,560円

小学校計 39人 1,156,130円
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小学校計 39人 1,156,130円

稲梓中学校 15人 194,470円

下田東中学校 50人 2,091,875円

下田中学校 66人 2,121,515円

中学校計 131人 4,407,860円

合 計 170人 5,563,990円



【参考】通学補助に係る検討について②

２ 中学校統合に係る通学費補助想定について
（１）中学校統合に係る通学費補助要件の仮設定について
下田市立４中学校を１校化にする想定に伴い、統合後の校舎位置については
稲生沢中学校及び下田中学校を候補地としました。併せて、公共交通機関の活
用（自家用車送迎等による候補地近隣住民の環境配慮）及び他市町の制度を参
考に補助要件などを仮に設定しました。

補助対象者 制度概要

小中学校の統合等に伴い、市が指定する
就学校又は通学場所に変更が生じた地域
の児童・生徒
※統合前の旧学区内の児童・生徒に対し
ては既存補助要綱を適用。

補助率は全額補助（通学定期券の交付）
※通学費負担を軽減し、義務教育の円滑
な遂行を図る。
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（２）通学費補助内容の決定について
参考資料として通学費補助に係る想定を記載しましたが、正式な通学費補助
内容については、今後、関係各所との協議を経た上で決定される予定です。

ては既存補助要綱を適用。



【参考】通学補助に係る検討について③

（３）通学費補助要件の仮設定に基づく各地区からの補助金額について
（１）で掲げた通学費補助要件の仮設定に基づく各地区からの補助金額につ
いて、以下の条件にて算出しました。

【補助金額算出条件】
１ 行政区別人口データは、平成28年４月１日時点の住民基本台帳の行政区別・年齢別人口
調べを利用。
２ 地区別の１年生から３年生の生徒数については、平成33年度からの中学校統合を想定し、
平成28年４月１日現在でその学年に該当する７歳から９歳のそれぞれの人数を記載。
３ 地区別に既存の稲生沢中学校及び下田中学校までの通学定期代について算出。併せて、
バス利用のみの場合、バス及び鉄道利用の場合それぞれの定期代を算出。
４ 補助期間については、休暇中の部活動等を考慮し、１年間（365日）とする。
５ バス及び鉄道定期代については、㈱南伊豆東海バス及び伊豆急行㈱に確認し、平成28年
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５ バス及び鉄道定期代については、㈱南伊豆東海バス及び伊豆急行㈱に確認し、平成28年
度定期券金額から算出。
※バス通学定期券：４か月定期が最長・鉄道通学定期券：６か月定期が最長
６ 停留所等については、行政区ごとで１か所を設定。また、停留所利用人数についても行
政区ごとの人数が全て利用すると仮定。
７ バス及び鉄道ダイヤについては、既存ダイヤを考慮しない。（統合となった場合、ダイ
ヤ設定については交通事業者と要交渉）。



【参考】通学補助に係る検討について④

【稲梓地区】
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【参考】通学補助に係る検討について⑤

【稲生沢地区】
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【参考】通学補助に係る検討について⑥

【白浜地区】

56



【参考】通学補助に係る検討について⑦

【浜崎地区】
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【参考】通学補助に係る検討について⑧

【下田地区】

58



【参考】通学補助に係る検討について⑨

【朝日地区】
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【参考】通学補助に係る検討について⑩

【全地区】
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